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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 
 当社連結子会社であるミサワホーム九州株式会社の売上計上時期に関する不適切な会計処理が判明しましたため、証

券取引法第24条の５第５項の規定に基づき、平成16年12月７日に提出いたしました第２期中（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日）半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 なお、中間連結財務諸表に関連する事項のみ訂正しております。 

２【訂正事項】 

第一部 【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１．【主要な経営指標等の推移】 

第２【事業の状況】 
１．【業績等の概要】 
２．【生産、受注及び販売の状況】 

第５【経理の状況】 
１．【中間連結財務諸表等】 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は   を付して表示しております。 
 なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。 
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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 
(1）連結経営指標等 

 （注）１．第１期中間連結会計期間の中間連結財務諸表は、完全子会社となったミサワホーム㈱の連結財務諸表を引き
継いで作成しているため、中間連結会計期間を平成15年４月１日から平成15年９月30日までとしており
（「第５ 経理の状況 １(3）」参照）、同社の第36期中間連結会計期間及び第36期連結会計年度の数値を
併せて記載しております。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、第１期中間は潜在株式が存在しないため記
載しておりません。また、第２期中間及び第１期は潜在株式は存在するものの、１株当たり中間（当期）純
損失であるため記載しておりません。 

回次 第１期中 第２期中 第１期   第36期中 第36期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

 

自平成14年 
４月１日 
至平成14年 
９月30日 

自平成14年 
４月１日 
至平成15年 
３月31日 

売上高（百万円） 186,036 197,953 403,127   211,386 412,120 

経常利益（百万円） 7,520 8,584 20,368   10,803 23,487 

中間（当期）純利益又は 
純損失（△）（百万円） 

855 △17,095 △129,133   1,368 2,020 

純資産額（百万円） 57,800 12,831 29,554   55,027 55,041 

総資産額（百万円） 721,245 487,288 505,906   783,909 714,914 

１株当たり純資産額 115円08銭 △591円71銭 △525円59銭   109円99銭 107円43銭 

１株当たり中間（当期）純
利益又は純損失（△） 

1円72銭 △84円71銭 △695円12銭   4円67銭 5円00銭 

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 

― ― ―   ― ― 

自己資本比率（％） 8.0 2.6 5.8   7.0 7.7 

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

20,704 16,108 28,898   9,539 24,018 

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△7,510 △2,352 △6,295   △9,900 2,700 

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△6,993 △10,985 △17,796   △3,586 △52,188 

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 
（百万円） 

44,537 46,044 43,242   62,270 38,163 

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］
（人） 

8,670 
[1,282] 

8,201 
[1,311] 

8,425 
[1,284] 

 
9,447 
[1,565] 

8,215 
[1,027] 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、第１期中間は潜在株式が存在しないため記
載しておりません。また、第２期中間及び第１期は潜在株式は存在するものの、１株当たり中間（当期）純
損失であるため記載しておりません。 

回次 第１期中 第２期中 第１期 

会計期間 自平成15年８月１日 
至平成15年９月30日 

自平成16年４月１日 
至平成16年９月30日 

自平成15年８月１日 
至平成16年３月31日 

売上高（百万円） 161 753 1,123 

経常利益又は経常損失（△） 4 △188 203 

中間（当期）純利益又は 
純損失（△）（百万円） 

0 △16,295 △147,580 

資本金（百万円） 30,000 45,249 80,749 

発行済株式総数 

普通株式 
242,634千株 

優先株式 
58,333千株 

普通株式 
258,259千株 

優先株式 
224,997千株 

普通株式 
252,009千株 

優先株式 
224,997千株 

純資産額（百万円） 90,896 29,460 44,792 

１株当たり純資産額 228円15銭 △415円35銭 △362円45銭 

１株当たり中間（当期）純損失 2円24銭 65円48銭 609円95銭 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益 

－ － － 

総資産額（百万円） 107,006 43,991 60,160 

１株当たり中間（年間）配当額 
普通株式  －円－銭 
優先株式  －円－銭 

普通株式  －円－銭 
優先株式  －円－銭 

普通株式  －円－銭 
優先株式  －円－銭 

自己資本比率（％） 84.9 67.0 74.5 

従業員数（人） 147 180 141 
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２【事業の内容】 
 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ
りません。 
 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

３【関係会社の状況】 
 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 
  

４【従業員の状況】 
(1）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま
す。 

  
(2）提出会社の状況 

（注）従業員数が前期末に比べ39名増加したのは、組織変更によるものであります。 
  
(3）労働組合の状況 
 ミサワ東洋㈱（連結子会社）を除き、当社グループには、労働組合はありません。 
 なお、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

  平成16年９月30日現在

従業員数（人） 

8,201 （1,311） 

  平成16年９月30日現在

従業員数（人） 

180   
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第２【事業の状況】 
１【業績等の概要】 
(1）業績 
  当中間連結会計期間の住宅業界におきましては、分譲一戸建て・分譲マンションが堅調に推移し、新設住宅着
工戸数は、前年同期比2.6％増の62万戸となりました。 
 このような環境下、当社グループは工業化住宅を追求し、技術開発、商品開発、生活提案及び品質保証体制の充
実を図るとともに、平成15年10月に発表した「新中期経営計画」を推進し、収益体質の強化に努めてまいりまし
た。 
 当社グループの主な事業であります住宅関連事業におきましては、一戸建木質系として、4月に、家に生活を合
わせるのではなく、自分のライフスタイル、ライフステージを楽しみながら“生活をデザインする”ことをコンセ
プトにした「ＥＤＵＣＥ(エデュース)」を発売、7月には日本の生活における伝統的な集中収納“蔵”をプラスし
て「ＥＤＵＣＥ ＫＵＲＡ(エデュース・クラ)」を発売し、拡販を図ってまいりました。また、「蔵のある家」の
販売が累計で２０，０００棟を突破し、当社グループの主力商品として確固たる地位を築いております。 
 アパートとしては、7月に高い防犯性能と快適性を追求し、コストパフォーマンスに優れた「Ｂｅｌｌｅ Ｌｅ
ａｄ ＳＥＬＥＣＴ」を発売致しました。 
 セラミック系としては、4月に外観を温かみのある上品なヨーロピアンクラシックなデザインとした「ＨＹＢＲ
ＩＤ ＫＵＲＡ Ｃｌａｓｓｉｃ Ｄｅｓｉｇｎ」を発売。百年邸宅にふさわしい意匠性、快適性、資産価値を追
求しております。 
 販売面におきましては、商品を戸建住宅として「ＵＲＢＡＮ ＤＥＳＩＧＮＥＲＳ」、「ＣＥＮＴＵＲＹ」、
「ＧＥＮＩＵＳ」、「ＨＹＢＲＩＤ」、アパートとして「Ｂｅｌｌｅ Ｌｅａｄ」の合計５ブランドとして整備す
ると共に、ＥＤＵＣＥ全国一斉発表会の実施、蔵キャンペーンの展開等拡販に努めて参りました。 
 ホームイング事業につきましては、事業拡大とさらなる顧客満足度向上を目指し、4月に東京ミサワホームイン
グ株式会社とホームイング株式会社を合併し、ミサワホームグループ最大のリフォーム会社としてミサワホームイ
ング東京株式会社が誕生しました。従来に増して地域に密着した営業体制で資産価値を高めるリフォームをご提案
し、ミサワホームグループの経営理念である「住まいを通じて生涯のおつきあい」を実践します。また、大型リフ
ォーム工事の受注拡大を狙いとして、全改装リフォーム商品「まるごとホームイング」の拡販に努め、事業強化・
拡大に注力いたしました。 
 以上の結果、当中間連結会計期間の売上面におきましては、住宅関連事業の売上が増加したことにより、1,979
億53百万円と前中間連結会計期間に比べ、119億16百万円（6.4％）の増加となりました。 
 利益面におきましては、販売強化による販売経費の増加を総原価低減の推進により吸収し、更に、支払利息が減
少したことにより、経常利益は85億84百万円と前中間連結会計期間に比べ、10億64百万円（14.2％）の増加となり
ました。 
 また、中間純損失におきましては、より保守的な債権回収額の見積もりに伴う貸倒引当金繰入額の積み増し、及
び生産効率の向上に伴う拠点の整理による固定資産処分損等を特別損失に計上した結果、170億95百万円となりま
した。 

(2）キャッシュ・フロー 
 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により
161億８百万円増加、投資活動及び財務活動により133億38百万円減少となり、当中間連結会計期間末残高は460億
44百万円（前連結会計年度末に比べ28億１百万円の増加）となりました。 
当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動による資金の収入は、161億８百万円（前中間連結会計期間に比べ45億96百万円の減少）となりまし
た。これは主に、税金等調整前中間純損失は157億95百万円となりましたが、非資金項目である貸倒引当金繰入額
を特別損失に計上したことによるものであり、また、たな卸資産の増加を上回る仕入債務等の増加があったことに
よるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動による資金の支出は、23億52百万円（前中間連結会計期間に比べ51億57百万円の減少）となりました。
これは主に、有形・無形固定資産の取得等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動による資金の支出は、109億85百万円（前中間連結会計期間に比べ39億91百万円の増加）となりまし
た。これは主に、借入金の返済を進めたことによるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 
(1）生産実績 
 当社グループ（当社及び連結子会社）が営んでいる事業の大部分を占める住宅関連事業では、「生産」を定義す
ることが困難（請負工事及び不動産売買）であるため、生産実績は記載しておりません。 

(2）受注状況 
 当中間連結会計期間における住宅関連事業の受注状況は、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 
 当中間連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 
 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 
 該当事項ありません。 

５【研究開発活動】 
 当社グループ（当社及び連結子会社）は、効率化された研究開発体制による住宅の高品質化・高付加価値化及び
低コストを実現するための固有技術開発と新素材・住宅設備等の開発を指向しており、効率的経営を推進すべく工
業化技術・生産技術の合理化研究を進めるとともに、お客様に満足していただくための品質の向上及びコスト低減
を研究しております。 
 現在の研究開発は、ミサワホーム㈱の商品開発部を中心に㈱ミサワホーム総合研究所にて推進しており、当中間
連結会計期間における研究の目的、主要課題及び研究成果については次のとおりであります。 
 技術開発分野では、地球環境及び住環境を考えた住まいづくり並びに工業化住宅を追求し、品質及び保証体制の
充実に向けた開発に取り組んでまいりました。 
 品質性能向上技術面では、地震・風等の揺れに対する安全性・居住性を向上する制震構造技術開発、シックハウ
ス対策として全支給材「Ｆ☆☆☆☆」の実現、夏の快適性向上技術の研究など、住性能の向上と品質改善を目指し
た研究開発を推進してまいりました。 
 生産施工技術面では、オリジナル防腐木材の開発、省資源対策としての省部材設計への推進及びリフォーム技術
開発など、工業化によるコストダウンと品質向上を目指した研究開発を推進してまいりました。 
 特に、リサイクル新木質素材「ＭウッドⅡ」につきましては、用途拡大のニーズに則した原材料の拡大と品質の
確保及び生産性の向上に努めてまいりました。 
当中間連結会計期間における研究開発費の総額は10億23百万円であります。 

  受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高 
（百万円） 前年同期比（％） 

住宅関連事業 193,539 △12.3 140,098 △18.9 

  金額（百万円） 前年同期比（％） 

住宅関連事業 190,079 ＋6.3 
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第３【設備の状況】 
１【主要な設備の状況】 
  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 
 当中間連結会計期間において、重要な変更はありません。 
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第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
(1）【株式の総数等】 
①【株式の総数】 

 （注） 「当社が発行する株式の総数は、12億株とし、このうち９億７千万株は普通株式、６千万株はＡ種優先株

式、１億７千万株はＢ種優先株式とする。普通株式もしくはＡ種優先株式につき消却があった場合又はＢ種

優先株式につき消却もしくは普通株式への転換があった場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款

に定めております。 

②【発行済株式】 

 （注）１．完全議決権株式であります。 

２．Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1）優先利益配当金 

 Ａ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」という）又はＡ種優先株式の登録質権者（以下「Ａ

種優先登録質権者」という）に対しては、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という）又は普通株

式の登録質権者（以下「普通登録質権者」という）に先立ち優先配当金を支払うものとし、その内容につ

いては次のとおりである。 

イ．優先配当金の額 

 Ａ種優先株式１株当たりの優先配当金（以下「Ａ種優先利益配当金」という）の額は、Ａ種優先株式

の発行価額（600円）に、それぞれの営業年度ごとに下記の年率を乗じて算出した額とする。 Ａ種優先

利益配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。計算の結果、Ａ種優

先利益配当金が１株につき60円を超える場合は、当該営業年度のＡ種優先利益配当金は60円とする。 

 Ａ種優先利益配当年率は、平成14年４月１日以降、次回年率修正日の前日までの各営業年度につい

て、下記算式により計算される年率とする。 

 Ａ種優先利益配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）＋3.0％ 

 Ａ種優先利益配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

 「年率修正日」は、平成15年４月１日及び、それ以降の毎年４月１日とする。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 970,000,000 

Ａ種優先株式 60,000,000 

Ｂ種優先株式 170,000,000 

計 1,200,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数
（株） 
（平成16年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成16年12月３日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 内容 

普通株式 258,259,146 258,259,146 

東京証券取引所 
大阪証券取引所 
名古屋証券取引所 
各市場第一部 

（注）１ 

Ａ種優先株式 58,333,000 58,333,000 － （注）２ 

第一回Ｂ種優先株式 41,666,000 41,666,000 － （注）３ 

第二回Ｂ種優先株式 41,666,000 41,666,000 － （注）３ 

第三回Ｂ種優先株式 41,666,000 41,666,000 － （注）３ 

第四回Ｂ種優先株式 41,666,000 41,666,000 － （注）３ 

計 483,256,146 483,256,146 － － 
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 「日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）」は、平成14年４月１日又は各年率修正日（銀行休業日の場合は前

営業日）において、午前11時における日本円12ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レ

ート（日本円ＴＩＢＯＲ）として全国銀行協会連合会によって公表される数値を指すものとする。 

 日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）が公表されていなければ、同日（当日が銀行休業日の場合は前営業

日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート（日本

円ＬＩＢＯＲ12ヶ月物）又はこれに準ずるものと認められるものを日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）に代

えて用いるものとする。 

ロ．累積条項 

 当社は、ある営業年度においてＡ種優先株主又はＡ種優先登録質権者に対し、Ａ種優先利益配当金の

全部又は一部が支払われない時は、その不足額を翌営業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「累

積未払配当金」という）については、Ａ種優先利益配当金及びＡ種優先中間配当金並びに普通株主又は

普通登録質権者に対する利益配当金に先立ってこれをＡ種優先株主又はＡ種優先登録質権者に支払う。 

ハ．非参加条項 

 Ａ種優先株主又はＡ種優先登録質権者に対し、Ａ種優先利益配当金を超えて配当は行わない。 

ニ．優先中間配当金の額 

 Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先利益配当金の２分の１の金額とする。 

(2）残余財産の分配 

 残余財産を分配する時は、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録質権者に対し、累積未払配当金相当額及びＡ

種優先株式１株につき600円の合計額を、普通株主又は普通登録質権者に先立って支払う。 

 Ａ種優先株主又はＡ種優先登録質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3）強制償還 

 当社は、平成14年６月28日以降いつでもＡ種優先株式の全部又は一部を強制償還することができる。一

部償還の場合は抽選その他の方法により行う。償還価格は１株につき600円にＡ種優先利益配当金の額を償

還日の属する営業年度の初日から償還日までの日数（初日及び償還日を含む）で日割計算した額及び累積

未払配当金相当額を加算した額とする。ただし、当該営業年度において優先中間配当金を支払ったとき

は、その額を控除した額とする。 

(4）議決権 

 Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、Ａ種優先株主は定時株主総会において

Ａ種優先利益配当金又は累積未払配当金相当額の全部又は一部が支払われない旨の決議があった場合は、

その決議があった定時株主総会の次の定時株主総会にＡ種優先利益配当金及び累積未払配当金相当額全額

が支払われる旨の議案が提出されない場合は当該定時株主総会より、その議案が当該定時株主総会におい

て否決された場合は当該定時株主総会の終結の時より、Ａ種優先利益配当金及び累積未払配当金相当額全

額が支払われる旨の決議ある定時株主総会の終結の時までは議決権を有する。 

(5）株式の併合又は分割、新株引受権の付与等 

 当社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式については株式の併合又は分割は行わない。 

 また、Ａ種優先株主に対しては、新株の引受権又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権は付

与しない。 

(6）優先順位 

 Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の優先利益配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位は、同順位

とする。 

1722/2005年-10-



３．Ｂ種優先株式の内容は次のとおりであります。 

    第一回Ｂ種優先株式 第二回Ｂ種優先株式 第三回Ｂ種優先株式 第四回Ｂ種優先株式 

優先利益配当金 計算方法  発行価額（600円）に、それぞれの営業年度ごとに下記の年率を乗じて算出した額
とする。円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。計算の
結果が60円を超える場合は、60円とする。ただし、平成16年３月31日に終了する営
業年度における優先利益配当金については、配当起算日から当該営業年度の最終日
までの日数（初日及び最終日を含む。）で日割計算した額とする。 

  配当年率 配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（１年物）＋2.375％ 

     ％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

   

 「年率修正日」は平成16年４月１日及びそれ以降の毎年４月１日とする。 
 「日本円ＴＩＢＯＲ（1年物）」は、平成16年２月26日又は各年率修正日（これら
の日が銀行休業日の場合は前営業日）（以下「優先利益配当決定基準日」とい
う。）の午前11時における日本円１年物トーキョー・インター・バンク・オファー
ド・レートとして全国銀行協会によって公表される数値を指すものとし、優先利益
配当決定基準日に日本円１年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レー
トが公表されない場合、同日（当日がロンドンにおける銀行休業日の場合は前営業
日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場
出し手レート（ユーロ円ＬＩＢＯＲ １年物（360日ベース））として英国銀行協会
によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用いる。 

  上限 60円 

  累積条項 非累積型 

  参加条項 非参加型 

優先中間配当金  各営業年度において該当する上記Ｂ種優先利益配当金の２分の１の金額とする。 

残余財産の分配 
 Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録質権者に対しては、Ｂ種優先株式１株につき600円
を普通株式を有する株主又は普通株式の登録質権者に先立って支払う。Ｂ種優先株
主又はＢ種優先登録質権者に対しては、600円のほか残余財産の分配は行わない。 

買受け又は消却 
 当社は、いつでもＢ種優先株式を買受け、又は利益をもって消却することができ
る。 

償還請求権    平成20年以降毎年７月１日から７月20日までの期間において、当社の前営業年度
の当期未処分利益が200億円を超える場合、当該当期未処分利益に２分の１を乗じた
額から、当該前営業年度に関する定時株主総会において利益から配当もしくは支払
うものと定めた額を控除した額を限度として、その保有するＢ種優先株式の全部又
は一部の償還請求をすることができ、当社は、当該償還請求があった年の８月31日
（当日が日本における銀行休業日の場合は前営業日）を償還日として、法令の定め
に従い償還する。 

     前記限度額を超えて各回号のＢ種優先株主からの償還請求があった場合、前記限
度額を償還請求があった各回号のＢ種優先株式の発行価額総額に応じて按分比例し
た金額を当該各回号のＢ種優先株式の償還限度額とし、償還すべきＢ種優先株式は
当該償還限度額の範囲内で抽選その他の方法により決定する。 

     償還価額は、Ｂ種優先株式１株につき600円に、償還請求があったＢ種優先株式の
Ｂ種優先利益配当金の額を償還日の属する営業年度の初日から償還日までの日数
（初日及び償還日を含む。）で日割計算した額（円位未満小数第１位まで算出し、
その小数第１位を四捨五入する。）を加算した額とする。 
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    第一回Ｂ種優先株式 第二回Ｂ種優先株式 第三回Ｂ種優先株式 第四回Ｂ種優先株式 

普通株式への
転換予約権 

転換請求期間  平成26年７月１日
～平成41年６月30日 

 平成29年７月１日
～平成44年６月30日 

 平成32年７月１日
～平成47年６月30日 

 平成35年７月１日
～平成50年６月30日 

  転換により発
行すべき普通
株式数 

 Ｂ種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、Ｂ種優先株主が転換請求のた
めに提出したＢ種優先株式の発行価額総額を転換価額で除した数とし、１株未満の端
数が生じたときは、これを切り捨てる。 

  当初転換価額 153円 
  転換価額の修

正 
 転換価額は、下記の各転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式
会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含
む。）の平均値（終値のない日数を除く。）に修正される（修正後転換価額は円位未
満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、上記の時価算定期
間の初日から転換価額修正日の前日までの日に、下記「転換価額の調整」で定める転
換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記「転換価額の調整」に準じ
て取締役会が適当と判断する値に調整される。）。ただし、上記計算の結果、修正後
転換価額が当初転換価額の50%（以下「下限転換価額」という。ただし、下限転換価
額は、下記「転換価額の調整」により転換価額が調整された場合は調整後転換価額を
調整前転換価額で除した比率（以下「調整比率」という。）に応じて調整される。下
限転換価額は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）
を下回る場合には下限転換価額をもって、また修正後転換価額が当初転換価額の200%
（以下「上限転換価額」という。ただし、上限転換価額は、下記「転換価額の調整」
により転換価額が調整された場合は調整比率に応じて調整される。上限転換価額は、
円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）を上回る場合に
は上限転換価額をもって修正後転換価額とする。 

  転換価額修正
日 

 平成27年７月１日
～平成41年６月30日
の毎年７月１日 

 平成30年７月１日
～平成44年６月30日
の毎年７月１日 

 平成33年７月１日
～平成47年６月30日
の毎年７月１日 

 平成36年７月１日
～平成50年６月30日
の毎年７月１日 

  転換価額の調整 Ａ. 当社は、Ｂ種優先株式発行後、本号Ｂ.に掲げる各事由により、当社の普通株式
数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式
（以下「転換価額調整式」という。）をもって転換価額を調整する。 

   
 

既発行普通株式数＋ 

新発行・処分

普通株式数 
×
1株当たりの発

行・処分価額 

調整後転換価額＝調整前転換価額× 
時価 

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数 

 

1722/2005年-12-



    第一回Ｂ種優先株式 第二回Ｂ種優先株式 第三回Ｂ種優先株式 第四回Ｂ種優先株式 

普通株式への転
換予約権 

転換価額の調整 Ｂ. 転換価額調整式によりＢ種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整
後の転換価額の適用時期については、次に定めるところによる。 

    (イ)本号Ｄ.(ロ)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式
を新たに発行又は当社の有する当社の普通株式を処分する場合。 

    調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また、募集のための株主割当日
がある場合はその日の翌日以降、これを適用する。 

    (ロ)株式分割により普通株式を発行する場合。 
調整後の転換価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用す
る。ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件にその部分
をもって株式分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、
当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を
株式分割のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該配
当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これ
を適用する。 

     なお、上記ただし書の場合において、株式分割のための株主割当日の翌日
から当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに
転換をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を新たに
発行する。 

   

この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調
整は行わない。 

株式数 ＝ 

〔調整前転換価額－調整後転換価額〕 × 
調整前転換価額をもって転換により当

該期間内に発行された株式数 

調  整  後  転  換  価  額 
   

    (ハ)本号Ｄ.(ロ)に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換され
る証券もしくは転換できる証券又は新株予約権の行使によって発行される普
通株式１株当たりの発行価額が時価を下回ることとなる新株予約権もしくは
新株予約権付社債を発行する場合。 

    調整後の転換価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付
社債の全てが当初の転換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたも
のとみなして転換価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株
予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用する。た
だし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降
これを適用する。 

    Ｃ．転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差
額が１円未満にとどまる限りは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、こ
の差額相当額は、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生した場合に算出
される調整後の転換価額にそのつど算入する。 

    Ｄ.(イ)転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その 
  小数第２位を四捨五入する。 

    (ロ)転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日（ただ
し、本号Ｂ.(ロ)ただし書の場合は株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる
30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎
日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とす
る。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数
第２位を四捨五入する。 

    (ハ)転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はそ
の日、また株主割当日がない場合は、調整後の転換価額を適用する日の１ヵ
月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有す
る当社普通株式数を控除した数とする。 
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    第一回Ｂ種優先株式 第二回Ｂ種優先株式 第三回Ｂ種優先株式 第四回Ｂ種優先株式 

普通株式への転
換予約権 

転換価額の調整 Ｅ. 当社は、本号Ｂ.の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場
合には、取締役会が適当と判断する転換価額の調整を行うものとする。 

    (イ)株式の併合、資本の減少、商法第373条に定められた新設分割、商法第374
条ノ16に定められた吸収分割、又は合併のために転換価額の調整を必要とす
るとき。 

    (ロ)その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により
転換価額の調整を必要とするとき。 

    (ハ)転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づ
く調整後の転換価額の算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由によ
る影響を考慮する必要があるとき。 

普通株式への強制転換  転換請求期間中に転換請求のなかったＢ種優先株式は、同期間の末日の翌日以降
の日で取締役会の決議にて定める日（以下「強制転換日」という。）において、取
締役会の決議により、Ｂ種優先株式１株の発行価額を強制転換日に先立つ45取引日
目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引
の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）で除して
得られる数の普通株式に強制転換することができる。 

     ただし、平均値の計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨
五入する。この場合、当該平均値が50円を下回るときは、Ｂ種優先株式は、Ｂ種優
先株式１株の発行価額を50円で除して得られる数の普通株式に強制転換することが
できる。上記によりＢ種優先株式に対し発行される普通株式数の算出に当たり１株
に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併合の場合に準じてこれを取扱
う。 

期中転換又は強制転換があった場
合の取扱い 

 Ｂ種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金又は中
間配当金については、転換の請求又は強制転換が４月１日から９月30日までになさ
れたときは４月１日に、10月１日から翌年の３月31日までになされたときは10月１
日に、それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。 

議決権    Ｂ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、Ｂ種優先株主
は、平成19年４月１日以降、当社の前営業年度の当期未処分利益が200億円を超える
場合に、Ｂ種優先株主に対してＢ種優先利益配当金全額を支払う旨の議案が前営業
年度に係る定時株主総会に提出されない場合は当該定時株主総会より、又はその議
案が当該定時株主総会において否決された場合は当該定時株主総会の終結の時よ
り、Ｂ種優先株主に対してＢ種優先利益配当金全額を支払う旨の決議がなされる時
まで議決権を有する。 

新株引受権等    当社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式については株式の併合又は分割
は行わない。当社は、Ｂ種優先株主に対しては、新株の引受権又は新株予約権もし
くは新株予約権付社債の引受権は付与しない。 

優先順位    各回号のＡ種優先株式及び各回号のＢ種優先株式の優先利益配当金、優先中間配
当金及び残余財産の支払順位は、同順位とする。ただし、各回号のＡ種優先株式の
累積未払配当金は、各回号のＢ種優先利益配当金、Ｂ種優先中間配当金及びＢ種優
先株式の残余財産の分配に先立って支払われるものとし、また、平成18年３月31日
に終了する営業年度までの各営業年度における各回号のＡ種優先利益配当金及びＡ
種優先中間配当金は、当該各営業年度における各回号のＢ種優先利益配当金及びＢ
種優先中間配当金の分配に先立って支払われるものとする。 
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(2）【新株予約権等の状況】 
 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．新株予約権の行使によるものであります。 

    ２．欠損てん補によるものであります。 

    ３．欠損てん補のため減資を行い、減資額と欠損てん補額との差額67百万円についてはその他資本剰余金に振替

えております。 

年月日 発行済株式総数増減
数（千株） 

発行済株式総数残高
（千株） 

資本金増減
額 

（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備
金増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成16年４月６日 
（注）１ 

普通株式 
6,250 

普通株式 
258,259 

Ａ種優先株式 
58,333 

第一回Ｂ種優先株式 
41,666 

第二回Ｂ種優先株式 
41,666 

第三回Ｂ種優先株式 
41,666 

第四回Ｂ種優先株式 
41,666 

500 81,249 500 112,148 

平成16年６月29日 
（注）２ 

－ 

普通株式 
258,259 

Ａ種優先株式 
58,333 

第一回Ｂ種優先株式 
41,666 

第二回Ｂ種優先株式 
41,666 

第三回Ｂ種優先株式 
41,666 

第四回Ｂ種優先株式 
41,666 

－ 81,249 △111,648 500 

平成16年８月７日 
（注）３ 

－ 

普通株式 
258,259 

Ａ種優先株式 
58,333 

第一回Ｂ種優先株式 
41,666 

第二回Ｂ種優先株式 
41,666 

第三回Ｂ種優先株式 
41,666 

第四回Ｂ種優先株式 
41,666 

△36,000 45,249 － 500 
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(4）【大株主の状況】 
① 普通株式 

 （注） ※１ 商法第241条第３項の規定により、議決権を有しない株主であります。 

     ※２ 所有株式数は、すべて同行の信託業務に係るものであります。 

     ※３ フィデリティ投信株式会社から、平成16年８月９日付で提出された大量保有報告書の変更報告書により

平成16年７月31日付で36,335千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計

期間末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、フィデリティ投信株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

 大量保有者               フィデリティ投信株式会社 

 住所                  東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 城山JTトラストタワー 

 所有株式数               36,335,000株 

 発行済株式総数に対する所有株式数の割合 14.06％ 

② Ａ種優先株式 

  平成16年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

ミサワホーム株式会社 ※１ 東京都杉並区高井戸東二丁目４番５号 23,373 9.05 

三澤株式会社   東京都新宿区西新宿二丁目７番１号 16,618 6.43 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

※２ 東京都港区浜松町二丁目11番３号 16,495 6.38 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

※２ 東京都中央区晴海一丁目８番11号 11,033 4.27 

株式会社ＵＦＪ銀行   愛知県名古屋市中区錦三丁目21番24号 10,578 4.09 

ミサワホーム東京株式会社 ※１ 東京都杉並区高井戸東二丁目４番５号 9,187 3.55 

バンク オブ ニューヨーク 
フォー ゴールドマンサック
ス インターナショナル（エ
クイティ）  （常任代理人 
株式会社東京三菱銀行） 

※２ 
PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC４A ２BB, UNITED KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

8,727 3.37 

株式会社ミサワホーム静岡 ※１ 静岡県静岡市桃園町８番５号 8,577 3.32 

日本生命保険相互会社   東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 6,090 2.35 

日本証券金融株式会社   東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 4,914 1.90 

計 － 115,593 44.75 

  平成16年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

シティグループ・クレジット・マネ
ジメント・カンパニー・リミテッド 

東京都千代田区一番町10番２号 58,333 100.00 

計 － 58,333 100.00 
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③ Ｂ種優先株式 

  （1）第一回Ｂ種優先株式 

  （2）第二回Ｂ種優先株式 

  （3）第三回Ｂ種優先株式 

  （4）第四回Ｂ種優先株式 

  平成16年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦三丁目21番24号 41,666 100.00 

計 － 41,666 100.00 

  平成16年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦三丁目21番24号 41,666 100.00 

計 － 41,666 100.00 

  平成16年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦三丁目21番24号 41,666 100.00 

計 － 41,666 100.00 

  平成16年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦三丁目21番24号 41,666 100.00 

計 － 41,666 100.00 
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(5）【議決権の状況】 
①【発行済株式】 

（注）１．優先株式の内容は、「１．株式等の状況」の「(1）株式の総数等」の「② 発行済株式」の注記に記載さ

れております。 

   ２．「完全議決権株式（その他）」の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が114,000株（議決権の数114

個）及び名義人以外から株券喪失登録のある株式が12,000株（議決権の数12個）含まれております。 

②【自己株式等】 

平成16年９月30日現在 

  平成16年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 

 Ａ種優先株式 
         58,333,000 
 Ｂ種優先株式 
        166,664,000 

－ （注）１ 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 
（自己保有株式）  232,000 
（相互保有株式）49,359,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    204,347,000 204,347 （注）２ 

単元未満株式 普通株式     4,321,146 － － 

発行済株式総数         483,256,146 － － 

総株主の議決権 － 204,347 － 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 
（％） 

（自己株式） 
ミサワホームホールディ
ングス㈱ 

東京都新宿区西新宿二丁
目４番１号 

232,000 － 232,000 0.08 

（相互保有株式） 
ミサワホーム㈱（注）１ 

東京都杉並区高井戸東二
丁目４番５号 

23,373,000 － 23,373,000 9.05 

ミサワホーム東京㈱ 
東京都杉並区高井戸東二
丁目４番５号 

9,187,000 － 9,187,000 3.55 

㈱ミサワホーム静岡 
静岡県静岡市桃園町８番
５号 

8,577,000 － 8,577,000 3.32 

㈱アイ・エル・エス 
東京都杉並区高井戸東二
丁目４番５号 

2,923,000 － 2,923,000 1.13 

ホリーエンジニアリング
㈱ 

東京都江東区富岡二丁目
９番11号 

1,709,000 － 1,709,000 0.66 

東北ミサワホーム㈱ 
宮城県仙台市青葉区中央
一丁目３番１号 

1,051,000 － 1,051,000 0.40 

ミサワキャピタル㈱ 
東京都新宿区西新宿二丁
目４番１号 

900,000 － 900,000 0.34 

㈱ミサワテクノ 
長野県松本市大字今井字
松本通7110番地３ 

335,000 － 335,000 0.12 
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 （注）１．上記のほか、株主名簿上はミサワホーム㈱名義となっているものの、実質的に同社が所有していない株

式が1,900株あります。なお、当該株式は「① 発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に1,000

株、「単元未満株式」欄に900株含めております。 

    ２．ホリー㈱の他人名義所有株式数は、株主名簿上は平成13年10月１日に吸収合併された㈱キョーリツ名義と

なっている株式であります。なお、ホリー㈱は、平成16年10月１日に㈱ミサワテクノに吸収合併されており

ます。 

２【株価の推移】 
(1）普通株式 
【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しております。 

(2）Ａ種優先株式 
 当株式は、証券取引所に上場されておりません。 
 また、店頭売買有価証券として日本証券業協会に登録もされておりません。 

(3）Ｂ種優先株式 
  当株式は、証券取引所に上場されておりません。 
  また、店頭売買有価証券として日本証券業協会に登録もされておりません。 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 
（％） 

ホリー㈱   （注）２ 
東京都江東区冬木11番17
号 

315,000 2,000 317,000 0.12 

ミサワホーム西関東㈱ 
埼玉県さいたま市中央区
円阿弥七丁目７番８号 

299,000 － 299,000 0.11 

テックビルド㈱ 
神奈川県横浜市神奈川区
金港町６番14号 

252,000 － 252,000 0.09 

ミサワホーム北日本㈱ 
秋田県秋田市泉北一丁目
７番11号 

95,000 － 95,000 0.03 

ミサワホーム九州㈱ 
福岡県福岡市博多区博多
駅前三丁目２番１号 

95,000 － 95,000 0.03 

ミサワホームサンイン㈱ 
鳥取県鳥取市南吉方一丁
目87番地 

75,000 － 75,000 0.02 

ミサワホーム北海道㈱ 
北海道札幌市白石区東札
幌二条六丁目８番１号 

65,000 － 65,000 0.02 

栃木ミサワホーム㈱ 
栃木県宇都宮市東町47番
地１ 

26,000 － 26,000 0.01 

ミサワホーム東関東㈱ 
千葉県千葉市中央区問屋
町１番35号 

20,000 － 20,000 0.00 

ミサワホーム東海㈱ 
愛知県名古屋市千種区東
山通五丁目20番地の１ 

20,000 － 20,000 0.00 

ミサワホーム近畿㈱ 
大阪府大阪市中央区平野
町三丁目５番12号 

20,000 － 20,000 0.00 

ミサワホーム中国㈱ 
広島県広島市西区横川町
一丁目７番１号 

20,000 － 20,000 0.00 

計 － 49,589,000 2,000 49,591,000 19.20 

月別 平成16年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 485 403 368 408 350 394 

最低（円） 341 281 274 247 239 301 
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３【役員の状況】 
 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動、役職の異動は次のとおりであ
ります。 
(1）新任役員   
  該当事項はありません。 

(2）退任役員 

(3）役職の異動   

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役副社長執行役員 経営全般補佐 平田 秀明 平成16年11月５日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役   
常務執行役員 

経営戦略全般
兼 経営戦略
部長 総務、
人事担当 

取締役   
常務執行役員 

経営戦略全般
担当 

 杉原 信夫 平成16年８月１日  
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第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 
(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令
第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、前中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則
に基づき、当中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規
則に基づいて作成しております。 
 ただし、当中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用
語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３
項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38
号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、前中間会計期間（平成15年８月１日から平成15年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ
き、当中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて
作成しております。 
 ただし、当中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様
式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた
だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）前中間連結会計期間の中間連結財務諸表は、平成15年８月１日の株式移転に伴い、その報告主体をミサワホーム
㈱から完全親会社である当社へ移動し、株式移転による当社設立以前の期間について同社の中間連結財務諸表を引
継いで作成しております（「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．株式移転に伴う資本連結
手続に関する事項」参照）。このため、前中間連結会計期間は、平成15年４月１日から平成15年９月30日までとし
ております。 

２．監査証明について 
 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成15年８月１日から平成15年９月30日ま
で）及び当中間会計期間（平成16年4月１日から平成16年９月30日まで）の財務諸表については、中央青山監査法人
により監査を受け、前中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）及び当中間連結会計期間
（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の中間連結財務諸表については、みすず監査法人により監査を受け
ております。 
 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称をみすず監査法人に変更しております。 
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１【中間連結財務諸表等】 
(1）【中間連結財務諸表】 
①【中間連結貸借対照表】 

    前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金 ※２   51,950     58,016     52,781   

２．受取手形及び売掛
金 ※２   22,563     20,194     19,512   

３．営業貸付金 ※２   44,941     ―     ―   

４．たな卸資産 ※２   211,501     113,869     111,233   

５．その他 ※２   58,356     39,470     47,790   

６．貸倒引当金 ※１   △6,281     ―     ―   

流動資産合計     383,032 53.1   231,550 47.5   231,318 45.7 

Ⅱ 固定資産                     

(1）有形固定資産                     

１．建物及び構築物 ※２ 69,818     50,219     50,756     

減価償却累計額   28,413 41,405   23,736 26,483   23,610 27,145   

２．土地 ※２   156,876     104,803     105,542   

３．その他 ※２ 34,628     29,587     30,302     

減価償却累計額   23,319 11,309   20,300 9,287   20,782 9,520   

有形固定資産合計     209,591     140,573     142,209   

(2）無形固定資産                     

１．連結調整勘定     17,094     15,932     16,594   

２．その他 ※２   10,595     7,370     7,505   

無形固定資産合計     27,689     23,303     24,100   

(3）投資その他の資産                     

１．投資有価証券 ※２   22,826     19,010     23,363   

２．繰延税金資産     ―     42,457     42,024   

３．その他 ※２   90,842     30,393     42,889   

４．貸倒引当金 ※１   △12,737     ―     ―   

投資その他の資産
合計     100,930     91,861     108,277   

固定資産合計     338,212 46.9   255,738 52.5   274,587 54.3 

資産合計     721,245 100.0   487,288 100.0   505,906 100.0 
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    前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形及び買掛
金     55,406     54,157     49,931   

２．短期借入金     411,037     239,696     234,813   

３．一年以内償還予定
の社債     1,900     ―     ―   

４．引当金     4,731     5,090     5,377   

５．未成工事受入金     ―     33,926     27,691   

６．預り金 ※３   ―     27,553     26,618   

７．その他     56,335     12,103     12,147   

流動負債合計     529,410 73.4   372,527 76.5   356,580 70.5 

Ⅱ 固定負債                     

１．社債     900     1,400     1,400   

２．長期借入金     78,044     41,076     59,108   

３．退職給付引当金     16,692     21,562     19,015   

４．その他     32,666     33,053     35,311   

固定負債合計     128,303 17.8   97,091 19.9   114,834 22.7 

負債合計     657,714 91.2   469,619 96.4   471,415 93.2 

                      

（少数株主持分）                     

少数株主持分     5,729 0.8   4,837 1.0   4,936 1.0 

                      

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     30,000 4.2   45,249 9.3   80,749 16.0 

Ⅱ 資本剰余金     47,558 6.6   567 0.1   98,357 19.4 

Ⅲ 利益剰余金     △14,640 △2.0   △35,221 △7.2   △152,879 △30.2 

Ⅳ 土地再評価差額金     △5,681 △0.8   2,130 0.4   2,568 0.5 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金     2,582 0.3   2,401 0.5   3,461 0.7 

Ⅵ 為替換算調整勘定     △1,620 △0.2   △1,864 △0.4   △2,307 △0.5 

Ⅶ 自己株式     △397 △0.1   △431 △0.1   △394 △0.1 

資本合計     57,800 8.0   12,831 2.6   29,554 5.8 

負債、少数株主持分
及び資本合計     721,245 100.0   487,288 100.0   505,906 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比 

（％） 金額（百万円） 百分比 
（％） 金額（百万円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     186,036 100.0   197,953 100.0   403,127 100.0 

Ⅱ 売上原価     132,226 71.1   143.859 72.7   289,029 71.7 

売上総利益     53,809 28.9   54,093 27.3   114,097 28.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費                     

１．広告宣伝費   4,427     5,302     10,485     

２．販売手数料   2,283     1,989     4,156     

３．給料手当等   18,045     18,524     38,699     

４．賞与引当金繰入額   2,711     2,885     4,001     

５．貸倒引当金繰入額   26     ―     ―     

６．減価償却費   2,183     1,874     3,706     

７．連結調整勘定償却額   587     ―     ―     

８．その他   10,724 40,988 22.0 10,752 41,329 20.9 22,682 83,732 20.8 

営業利益     12,820 6.9   12,764 6.4   30,364 7.5 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   115     49     416     

２．受取手数料   269     310     586     

３．持分法による投資利益   ―     55     ―     

４．デリバティブ利益   154     ―     ―     

５．その他   653 1,193 0.6 573 989 0.5 1,807 2,810 0.7 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   5,664     4,052     10,703     

２．持分法による投資損失   26     ―     278     

３．その他   803 6,494 3.5 1,117 5,169 2.6 1,824 12,807 3.1 

経常利益     7,520 4.0   8,584 4.3   20,368 5.1 

Ⅵ 特別利益                     

１．固定資産売却益 ※１ 0     32     31     

２．投資有価証券売却益   166     489     1,342     

３．その他   65 233 0.1 125 647 0.3 276 1,649 0.3 

Ⅶ 特別損失                     

１．たな卸資産評価損   ―     1,117     2,532     

２．固定資産処分損 ※２ 1,797     1,499     2,476     

３．投資有価証券売却損   126     ―     ―     

４．投資有価証券評価損   241     33     ―     

５．貸倒引当金繰入額   164     20,671     41,961     

６．構造改善費用 ※３ 2,679     ―     10,084     

７．その他   1,357 6,367 3.4 1,704 25,027 12.6 93,773 150,828 37.4 

税金等調整前中間（当
期）純利益・純損失(△)     1,385 0.7   △15,795 △8.0   △128,810 △32.0 

法人税、住民税及び事業
税   1,086     903     2,392     

法人税等調整額   △211 874 0.5 384 1,288 0.6 △1,520 871 0.2 

少数株主利益・損失
（△）     △344 △0.2   11 0.0   △547 △0.2 

中間（当期）純利益又は
純損失（△）     855 0.4   △17,095 △8.6   △129,133 △32.0 
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③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     44,807  98,357   44,807 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

１．社債の転換による増
加   －  500  －  

２．自己株式処分差益   46   103  96  

３．資本金減少差益   －  67  －  

４．増資による新株の発
行   －  －  50,749  

５．株式移転に伴う増加
額 ※１ 2,703 2,750 － 671 2,703 53,549 

 Ⅲ 資本剰余金減少高            

 １．資本減少による取崩
額   － － 98,461 98,461 － － 

 Ⅳ 資本剰余金中間期末
（期末）残高     47,558  567   98,357 

            
（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △13,130  △152,879   △13,130 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１．中間純利益   855   －  －  

２．資本減少による増加
額   －   134,393  －  

３．土地再評価差額金取
崩額   －   433  －  

４．土地再評価差額金か
らの振替   3   4  －  

５．連結子会社の増加に
伴う増加額   － 858 － 134,831 23 23 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１．中間（当期）純損失   －  17,095  129,133  

２．配当金   1,096  －  1,096  

３．役員賞与   47  46  48  

４．連結子会社の増加に
伴う減少額   328  32  338  

５．土地再評価差額金取
崩額   896   －  9,131  

６．土地再評価差額金か
らの振替   － 2,368 － 17,173 23 139,772 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高     △14,640  △35,221   △152,879 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１．税金等調整前中間（当期）純利益 
（△は損失）   1,385 △15,795 △128,810 

２．減価償却費及び償却費   4,088 3,193 6,745 

３．連結調整勘定償却額   587 659 1,220 

４．貸倒引当金の増減額   △306 19,789 41,567 

５．その他引当金の増減額   1,471 2,225 4,421 

６．受取利息   △115 ― ― 

７．受取利息及び受取配当金   ― △84 △613 

８．支払利息   5,664 4,052 10,703 

９．固定資産売却処分による損益   1,797 1,467 2,445 

10．投資有価証券売却損益   △40 △489 △1,214 

11. 構造改善費用   796 ― 2,945 

12. 役員賞与の支払額   △55 ― ― 

13．売上債権の増減額（増加：△）   △639 △496 2,609 

14. 営業貸付金の増加額（増加：△）   2,968 ― ― 

15．たな卸資産の増減額（増加：△）   6,353 △3,371 17,412 

16．仕入債務の増減額（減少：△）   470 4,103 △5,949 

17．その他   2,962 5,778 87,799 

小計   27,388 21,033 41,281 

18．利息及び配当金の受取額   637 247 749 

19．利息の支払額   △5,728 △3,972 △10,617 

20．法人税等の支払額   △1,592 △1,200 △2,514 

営業活動によるキャッシュ・フロー   20,704 16,108 28,898 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１．定期預金の預入による支出   △5,438 △10,374 △9,663 

２．定期預金の払戻による収入   1,773 7,942 3,872 

３．有形・無形固定資産の取得による支出   △5,814 △2,713 △6,214 

４．有形・無形固定資産の売却による収入   1,723 1,218 2,912 

５．投資有価証券の取得による支出   △1,753 △40 △2,317 

６．投資有価証券の売却による収入   1,181 1,194 3,350 

７．連結範囲の変動を伴う株式移転 
・分社型吸収分割による純支出   △23 ― △57 

８．その他   841 420 1,823 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △7,510 △2,352 △6,295 
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前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１．短期借入金の純増減額   16,493 △496 △75,272 

２．長期借入れによる収入   9,354 5,074 22,991 

３．長期借入金の返済による支出   △32,842 △17,394 △82,453 

４．親会社による配当金の支払額   △1,097 ― △1,098 

５．少数株主への配当金の支払額   △114 △80 △114 

６．工事請負代金流動化による純収入   ― 2,061 18,061 

７．その他   1,213 △149 100,088 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △6,993 △10,985 △17,796 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △23 23 △37 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   6,177 2,793 4,769 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   38,163 43,242 38,163 

Ⅶ 連結範囲の変動に伴う現金及び 
現金同等物の影響額   196 7 310 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）
残高 ※１ 44,537 46,044 43,242 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数       ６４社 

主要な連結子会社の名称 

ミサワホーム㈱ 

ミサワホーム北海道㈱ 

ミサワホーム北日本㈱ 

㈱ミサワホーム福島 

ミサワホーム信越㈱ 

㈱千葉ミサワホーム 

サイサンミサワホーム㈱ 

東京ミサワホーム㈱ 

㈱ミサワホーム静岡 

ミサワホーム東海㈱ 

ミサワホーム近畿㈱ 

ミサワホーム中国㈱ 

ミサワホームサンイン㈱ 

ミサワホーム九州㈱ 

㈱ミサワテクノ 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数       ６２社 

主要な連結子会社の名称 

ミサワホーム㈱ 

ミサワホーム北海道㈱ 

ミサワホーム北日本㈱ 

㈱ミサワホーム福島 

ミサワホーム信越㈱ 

ミサワホーム東関東㈱ 

ミサワホーム西関東㈱ 

ミサワホーム東京㈱ 

㈱ミサワホーム静岡 

ミサワホーム東海㈱ 

ミサワホーム近畿㈱ 

ミサワホーム中国㈱ 

ミサワホームサンイン㈱ 

ミサワホーム九州㈱ 

㈱ミサワテクノ 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数       ６１社 

主要な連結子会社の名称 

ミサワホーム㈱ 

ミサワホーム北海道㈱ 

ミサワホーム北日本㈱ 

㈱ミサワホーム福島 

ミサワホーム信越㈱ 

ミサワホーム東関東㈱ 

ミサワホーム西関東㈱ 

ミサワホーム東京㈱ 

㈱ミサワホーム静岡 

ミサワホーム東海㈱ 

ミサワホーム近畿㈱ 

ミサワホーム中国㈱ 

ミサワホームサンイン㈱ 

ミサワホーム九州㈱ 

㈱ミサワテクノ 

      

（連結子会社数の変動理由） （連結子会社数の変動理由） （連結子会社数の変動理由） 

（増加） （増加） （増加） 

・株式移転によるもの１社 

ミサワホーム㈱ 

  

・重要性が増したことによるもの４社 

ミサワホームイング新潟㈱ 

ミサワホームイング長野㈱ 

ミサワホームイング茨城㈱ 

ミサワホーム近畿建設㈱ 

・重要性が増したことによるもの２社 

鹿児島ミサワ建設㈱ 

静岡住宅販売建設㈱ 

 なお、静岡住宅販売建設㈱はホリ

ーエンジニアリング㈱に商号を変更

しております。 

・株式移転による親会社からの移行に

よるもの１社 

ミサワホーム㈱ 

・株式移転による持分法適用関連会社

からの移行によるもの１社 

ミサワホーム東京㈱ 

 なお、これに伴い以下の２社が連

結子会社となっております。 

東京ミサワホームイング㈱ 

東京ミサワ建設㈱  

・株式移転による持分法適用関連会社

からの移行によるもの１社 

東京ミサワホーム㈱ 

 なお、これに伴い、東京ミサワホ

ームイング㈱ほか１社が連結子会社

となっております。 

  ・重要性が増したことによるもの５社 

ミサワホームイング新潟㈱ 

ミサワホームイング長野㈱ 

ミサワホームイング茨城㈱ 

ミサワホーム近畿建設㈱ 

ミサワホームセラミック㈱ 
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前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

 （減少）     (減少）  （減少） 

・株式を交付（分社型吸収分割）した

ことによるもの１社 

㈱穴吹ミサワホーム 

       ・連結子会社間の合併によるもの１社 

     ホームイング㈱  

  

・株式を交付（分社型吸収分割）した

ことによるもの１社 

㈱穴吹ミサワホーム 

    ・株式売却によるもの１社 

ミサワシティ㈱ 

・会社清算によるもの２社 

長野住販㈱ 

ミサワホーム販売建設㈱ 

・連結子会社間の合併によるもの１社 

㈱ミサワホーム茨城 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社名は、次のとおり

であります。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社名は、次のとおり 

であります。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社名は、次の通りで

あります。 

㈱マザアス 

ミサワホーム人財㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社の、総資産、売上高、中

間純損益及び利益剰余金等はいずれも小

規模であり、全体としても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しております。 

㈱マザアス 

四国住宅工業㈱ 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社の、総資産、売上高、中

間純損益及び利益剰余金等はいずれも小

規模であり、全体としても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しております。 

㈱マザアス 

  

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社の、総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等はいずれも小

規模であり、全体としても連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用関連会社の数    ３社 

持分法適用関連会社の名称 

東北ミサワホーム㈱ 

ミサワリゾート㈱ 

財形住宅金融㈱ 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用関連会社の数    ３社 

持分法適用関連会社の名称 

東北ミサワホーム㈱ 

ミサワリゾート㈱ 

財形住宅金融㈱ 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用関連会社の数     ３社 

 主要な持分法適用関連会社名は、「第

１ 企業の概況」の４．関係会社の状況

に記載しております。 

（持分法適用関連会社数の変動理由） 

（減少） 

  （持分法適用関連会社の変動理由） 

（減少） 

・株式移転による連結子会社への移行

によるもの１社 

東京ミサワホーム㈱ 

  ・株式移転により連結子会社へ移行し

たもの１社 

 ミサワホーム東京㈱ 

(2）次の非連結子会社及び関連会社につい

ては、下記の理由により持分法を適用し

ておりません。 

(2）次の非連結子会社及び関連会社につい

ては、下記の理由により持分法を適用し

ておりません。 

(2）次の非連結子会社及び関連会社につい

ては、下記の理由により持分法を適用し

ておりません。 

非連結子会社 

㈱マザアスほか 

関連会社 

㈱ミサワホーム山梨ほか 

非連結子会社 

㈱マザアスほか 

関連会社 

㈱ミサワホーム山梨ほか 

非連結子会社 

㈱マザアスほか 

関連会社 

㈱ミサワホーム山梨ほか 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用の非連結子会社及び関連

会社は、各々中間連結純損益及び利益剰

余金等に与える影響が軽微であり、全体

としても中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用の非連結子会社及び関連

会社は、各々中間連結純損益及び利益剰

余金等に与える影響が軽微であり、全体

としても中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用の非連結子会社及び関連

会社の当期純損益及び利益剰余金等は、

それぞれ連結財務諸表に与える影響が軽

微であり、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 ㈱アイ・エル・エスの中間決算日は６月

30日（決算日は12月31日）であるため、中

間連結財務諸表作成に当たっては、６月30

日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 ㈱アイ・エル・エスの中間決算日は６月

30日（決算日は12月31日）であるため、中

間連結財務諸表作成に当たっては、６月30

日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、㈱アイ・エル・エス

の決算日は12月31日であるため、連結財務

諸表作成に当たっては、12月31日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

４．株式移転に伴う資本連結手続に関する事

項 

 ミサワホーム㈱、東京ミサワホーム㈱、

ミサワホーム東海㈱及びミサワ東洋㈱は平

成15年８月１日に株式移転により完全親会

社たるミサワホームホールディングス㈱

（当社）を設立しました。 

 この株式移転に関する資本連結手続は、

「株式交換及び株式移転制度を利用して完

全親子会社関係を創設する場合の資本連結

手続」（日本公認会計士協会会計制度委員

会研究報告第６号）によっております。 

 資本連結にあたっては、親会社であった

ミサワホーム㈱を取得会社とみなして持分

プーリング法に準じた処理を行い、同社の

平成15年４月１日から７月31日までの連結

損益、連結キャッシュ・フロー及び連結剰

余金を当社の中間連結財務諸表に含めてお

ります。同社の子会社であったミサワホー

ム東海㈱及びミサワ東洋㈱については少数

株主からの追加取得として連結財務諸表原

則に準拠した処理を行い、また同社の関連

会社であった東京ミサワホーム㈱について

は被取得会社としてパーチェス法を適用し

ております。 

４．     ────── ４．株式移転に伴う資本連結手続に関する事

項 

 ミサワホーム㈱、東京ミサワホーム㈱

（現ミサワホーム東京㈱）、ミサワホーム

東海㈱及びミサワ東洋㈱は平成15年８月１

日に株式移転により完全親会社たるミサワ

ホームホールディングス㈱（当社）を設立

しました。 

 この株式移転に関する資本連結手続は、

「株式交換及び株式移転制度を利用して完

全親子会社関係を創設する場合の資本連結

手続」（日本公認会計士協会会計制度委員

会研究報告第６号）によっております。 

 資本連結にあたっては、親会社であった

ミサワホーム㈱を取得会社とみなして持分

プーリング法に準じた処理を行い、同社の

平成15年４月１日から７月31日までの連結

損益、連結キャッシュ・フロー及び連結剰

余金を当社の連結財務諸表に含めておりま

す。同社の子会社であったミサワホーム東

海㈱及びミサワ東洋㈱については少数株主

からの追加取得として連結財務諸表原則に

準拠した処理を行い、また同社の関連会社

であった東京ミサワホーム㈱（現ミサワホ

ーム東京㈱）については被取得会社として

パーチェス法を適用しております。 

５．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

・満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

５．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

・満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

５．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

・満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

・その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間連結会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（時価と比較する

取得原価は移動平均法により算定

し、評価差額は全部資本直入法によ

る処理）を採用しております。 

 ・その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間連結会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（時価と比較する

取得原価は移動平均法により算定

し、評価差額は全部資本直入法によ

る処理）を採用しております。 

・その他有価証券 

 時価のあるもの 

 当連結会計年度の末日の市場価格

等に基づく時価法（時価と比較する

取得原価は移動平均法により算定

し、評価差額は全部資本直入法によ

る処理）を採用しております。 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

時価法 

③ たな卸資産 

・商品、製品、原材料、仕掛品、貯蔵

品 

主として総平均法による原価法 

・商品（会員権） 

移動平均法による原価法 

・分譲土地建物、未成工事支出金 

個別法による原価法 

③ たな卸資産 

・商品、貯蔵品、製品、原材料、仕掛

品 

主として総平均法による原価法 

・分譲土地建物、未成工事支出金 

個別法による原価法  

③ たな卸資産 

・商品、貯蔵品、製品、原材料、仕掛

品 

主として総平均法による原価法 

・分譲土地建物、未成工事支出金 

個別法による原価法 
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前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 主として定率法。また、ゴルフ場資

産及び平成10年４月以降取得した建物

（附属設備は除く。）については定額

法。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 主として定率法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

主として定率法 

無形固定資産 

定額法 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、主として法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。 

無形固定資産 

定額法 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、主として法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。 

無形固定資産 

定額法 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、主として法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については過去の貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については過去の貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については過去の貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えて、支給見

込額に基づく必要額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えて、支給見

込額に基づく必要額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えて、支給見

込額に基づく必要額を計上しておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えて、主とし

て当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末に発生している

と認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異について

は、主として15年及び５年による按分

額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数（主として

10年）による定額法により翌連結会計

年度から損益処理することとしており

ます。 

 過去勤務債務は従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（主として10

年）による定額法により損益処理して

おります。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えて、主とし

て当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末に発生している

と認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異について

は、主として15年及び５年による按分

額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数（主として

10年）による定額法により翌連結会計

年度から損益処理することとしており

ます。 

 過去勤務債務は従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（主として10

年）による定額法により損益処理して

おります。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えて、主とし

て当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、会計基準変更

時差異については、主として15年及び

５年による按分額を費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数（主として

10年）による定額法により翌連結会計

年度から損益処理することとしており

ます。 

 過去勤務債務は従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（主として10

年）による定額法により損益処理して

おります。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（以下、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引という。）について

は、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（以下、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引という。）について

は、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（以下、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引という。）について

は、賃貸借取引に係る方法に準じた会計 

処理によっております。 

 

1722/2005年-31-



前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

(5）その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等は税抜方式によっておりま

す。 

(5）その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等は税抜方式によっておりま

す。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等は税抜方式によっておりま

す。 

６．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する短期投

資であります。 

６．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する短期投

資であります。 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する短期投

資であります。 
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表示方法の変更 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

          ──────── １．中間連結貸借対照表 
 (1)前中間連結会計期間末において、区分掲記しておりました「営業
貸付金」（当中間連結会計期間末11,326百万円）は、当中間連結
会計期間末においては流動資産の「その他」に含めて表示してお
ります。 

 (2)前中間連結会計期間末において、投資その他の資産の「その他」
に含めておりました「繰延税金資産」（前中間連結会計期間末
35,100百万円）は、当中間連結会計期間末においては区分掲記し
ております。  

 (3)前中間連結会計期間末において、流動負債の「その他」に含めて
おりました「未成工事受入金」（前中間連結会計期間末34,281百
万円）は、当中間連結会計期間末においては区分掲記しておりま
す。  

 (4)前中間連結会計期間末において、流動負債の「その他」に含めて
おりました「預り金」（前中間連結会計期間末9,906百万円） 
は、当中間連結会計期間末においては区分掲記しております。 

 (5)前中間連結会計期間末において、各資産科目に対する控除科目と
して一括掲記しておりました「貸倒引当金」は、当中間連結会計
期間末においては各資産の金額から直接控除して表示しておりま
す。 

  ２．中間連結損益計算書 
 (1)前中間連結会計期間において、区分掲記しておりました「貸倒引
当金繰入額」（当中間連結会計期間43百万円）は、当中間連結会
計期間においては販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表
示しております。 

 (2)前中間連結会計期間において、区分掲記しておりました「連結調
整勘定償却額」（当中間連結会計期間659百万円）は、当中間連
結会計期間においては販売費及び一般管理費の「その他」に含め
て表示しております。 

  ３．中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 (1)前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フロ
ーの「その他」に含めておりました「受取配当金」（前中間連結
会計期間△60百万円）は、当中間連結会計期間においては「受取
利息及び受取配当金」に受取利息と併せて区分掲記しておりま
す。 

 (2)前中間連結会計期間において、区分掲記しておりました「営業貸
付金の増減額」（当中間連結会計期間710百万円）は、当中間連
結会計期間においては営業活動によるキャッシュ・フローの「そ
の他」に含めて表示しております。 

 (3)前中間連結会計期間において、区分掲記しておりました「役員賞
与の支払額」（当中間連結会計期間△46百万円）は、当中間連結
会計期間においては営業活動によるキャッシュ・フローの「その
他」に含めて表示しております。 

 (4)前中間連結会計期間において、財務活動によるキャッシュ・フロ
ーの「その他」に含めておりました「工事請負代金流動化による
純収入」（前中間連結会計期間1,268百万円）は、当中間連結会
計期間においては区分掲記しております。 
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注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月31日） 

※１     ─────── 
  
  

※１ 貸倒引当金 
流動資産から控除した額  15,232百万円  
固定資産から控除した額 65,456百万円 

※１ 貸倒引当金 
流動資産から控除した額  6,172百万円 
固定資産から控除した額 54,725百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 
(1）担保提供資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 
(1）担保提供資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 
(1）担保提供資産 

現金及び預金 8,813百万円 

受取手形及び売掛
金 938百万円 

営業貸付金 5,221百万円 

たな卸資産 105,119百万円 

流動資産「その
他」 

871百万円 

建物及び構築物  20,293百万円 

  (1,389百万円)

土地  95,733百万円 

  ( 5,800百万円)

有形固定資産「そ
の他」  1,141百万円 

  (1,124百万円)

無形固定資産「そ
の他」 165百万円 

投資有価証券 15,414百万円 

投資その他の資産
「その他」 1,691百万円 

合計 255,405百万円 

  (8,314百万円) 

現金及び預金 11,341百万円 

受取手形及び売掛
金 473百万円 

たな卸資産 33,051百万円 

流動資産「その
他」 3,750百万円 

建物及び構築物 15,031百万円 

  ( 1,641百万円)

土地 68,904百万円 

  ( 5,313百万円)

有形固定資産「そ
の他」 167百万円 

  (  132百万円)

無形固定資産「そ
の他」 172百万円 

投資有価証券 13,671百万円 

投資その他の資産
「その他」 1,082百万円 

合計 147,646百万円 

  (7,088百万円) 

現金及び預金 10,536百万円 

受取手形及び売掛
金 579百万円 

たな卸資産 33,314百万円 

流動資産「その
他」 2,128百万円 

建物及び構築物 16,158百万円 

  (1,950百万円)

土地 70,332百万円 

  ( 5,493百万円)

有形固定資産「そ
の他」 

175百万円 

  (143百万円)

無形固定資産「そ
の他」 146百万円 

投資有価証券 17,435百万円 

投資その他の資産
「その他」 1,135百万円 

合計 151,943百万円 

  (7,588百万円) 

(2）担保提供資産に対応する債務 (2）担保提供資産に対応する債務 (2）担保提供資産に対応する債務 

  上記のうち（ ）内書は工場財団
抵当並びに当該債務であります。 
  なお、上記の資産のほか、連結子
会社株式の一部を上記債務の担保に供
しております。 

短期借入金 289,460百万円 

  (6,917百万円)

一年以内償還予定
の社債 1,900百万円 

  (1,850百万円)

長期借入金 48,941百万円 

  (580百万円)

合計 340,301百万円 

  (9,347百万円)
 上記のうち（ ）内書は工場財団抵
当並びに当該債務であります。 
 なお、上記の資産のほか、連結会社
株式の一部を上記債務の担保に供して
おります。 

短期借入金 133,936百万円 

  ( 3,659百万円)

長期借入金 26,544百万円 

  (  406百万円)

合計 160,481百万円 

  ( 4,065百万円)

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵
当並びに当該債務であります。 
 なお、上記の資産のほか、連結子会
社株式の一部を上記債務の担保に供し
ております。 

短期借入金 139,539百万円 

  (3,659百万円)

長期借入金 33,267百万円 

  (364百万円)

合計 172,806百万円 

  (4,023百万円)

※３     ─────── 

  
※３ 預り金のうち 20,123百万円は、工事
請負代金流動化による譲渡金額でありま
す。 

※３ 預り金のうち 18,061百万円は、工事
請負代金流動化による譲渡金額でありま
す。 
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（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結剰余金計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月31日） 

 ４ 保証債務 
(1）連結子会社以外の会社の金融機関等
よりの借入金等に対する保証債務 

 ４ 保証債務 
(1）連結子会社以外の会社の金融機関等
よりの借入金等に対する保証債務 

 ４ 保証債務 
(1）連結子会社以外の会社の金融機関等
よりの借入金等に対する保証債務 

山形中央ビルディン
グ㈱ 

829百万円 

四国住宅工業㈱ 305百万円 
㈱ホームイング埼玉 289百万円 
近庄化学㈱ 175百万円 
その他（３社） 242百万円 

合計 1,842百万円 

四国住宅工業㈱ 1,084百万円 
山形中央ビルディン
グ㈱ 

795百万円 

㈱ホームイング埼玉 189百万円 
その他（２社） 205百万円 

合計 2,274百万円 

四国住宅工業㈱ 1,166百万円 
山形中央ビルディン
グ㈱ 

812百万円 

㈱ホームイング埼玉 189百万円 
その他（３社） 348百万円 

合計 2,516百万円 

(2）「ミサワホーム」購入者等のための
つなぎ融資等に対する保証債務 

43,745百万円 

(2）「ミサワホーム」購入者等のための
つなぎ融資等に対する保証債務 

39,191百万円 

(2）「ミサワホーム」購入者等のための
つなぎ融資等に対する保証債務 

33,942百万円 
 ５ 受取手形割引高      213百万円 

受取手形裏書譲渡高    130百万円 
 ５ 受取手形割引高      42百万円 

受取手形裏書譲渡高     0百万円 
 ５ 受取手形割引高      224百万円 

受取手形裏書譲渡高     0百万円 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１     ─────── ※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで
あります。 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで
あります。 

  建物及び構築物 0百万円
土地 3百万円
その他 28百万円

建物及び構築物 1百万円
機械装置及び運搬具 1百万円
土地 20百万円
その他 7百万円

※２ 固定資産処分損の内訳は次のとおりで
あります。 

※２ 固定資産処分損の内訳は次のとおりで
あります。 

※２ 固定資産処分損の内訳は次のとおりで
あります。 

固定資産売却損 1,512百万円 
（内訳）   
建物及び構築物 (908百万円)
土地 (256百万円)
その他 (347百万円)
固定資産除却損 285百万円 

固定資産売却損 877百万円 
（内訳）   
建物及び構築物 (7百万円)
土地 (861百万円)
その他 (8百万円)
固定資産除却損 622百万円 

建物及び構築物 1,374百万円
機械装置及び運搬具 122百万円
土地 488百万円
その他 490百万円

※３ 構造改善費用の内訳は次のとおりであ
ります。 

 ※３     ─────── ※３ 構造改善費用の内訳は次のとおりであ
ります。 

固定資産処分損 1,091百万円 
（内訳）   
建物及び構築物 (75百万円)
ソフトウェア (627百万円)
その他 (387百万円)
退職金等 627百万円 
その他 960百万円 

  固定資産処分損 1,591百万円 
（内訳）   
建物及び構築物 (362百万円)
機械装置及び運搬具 (255百万円)
土地 (57百万円)
その他 (916百万円)
固定資産評価損 4,048百万円 
退職金等 1,372百万円 
たな卸資産評価損 520百万円 
その他 2,551百万円 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ 株式移転に伴う増加額の内訳は次のと
おりであります。 
ミサワホーム㈱の資本金とミサワホー
ムホールディングス㈱の資本金との差
額振替         660百万円 

※１     ───── 
  

※１ 株式移転に伴う増加額の内訳は次のと
おりであります。 
ミサワホーム㈱の資本金とミサワホー
ムホールディングス㈱の資本金との差
額振替         660百万円 

完全子会社となった会社の少数株主及
び外部株主に帰属していた持分の取得
に伴う増加額      2,043百万円 

  完全子会社となった会社の少数株主及
び外部株主に帰属していた持分の取得
に伴う増加額      2,043百万円 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と
中間連結貸借対照表に掲記されている科
目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と
中間連結貸借対照表に掲記されている科
目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係 

現金及び預金勘定 51,950百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金及び
担保に供している定
期預金 

△7,413百万円

現金及び現金同等物 44,537百万円

現金及び預金勘定 58,016百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金及び
担保に供している定
期預金 

△11,971百万円

現金及び現金同等物 46,044百万円

現金及び預金勘定 52,781百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金及び
担保に供している定
期預金 

△9,538百万円

現金及び現金同等物 43,242百万円

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

所有権移転外ファイナン
ス・リース取引（借手
側） 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額 

  

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

建物及
び構築
物 

6,422 3,997 2,425 

（有形
固定資
産） 
その他 

5,869 3,234 2,635 

（無形
固定資
産） 
その他 

864 445 418 

合計 13,156 7,677 5,479 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

建物及
び構築
物 

5,848 3,881 1,967 

（有形
固定資
産） 
その他 

4,995 2,861 2,134 

（無形
固定資
産） 
その他 

640 359 280 

合計 11,485 7,102 4,382 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

建物及
び構築
物 

6,112 4,161 1,950 

（有形
固定資
産） 
その他 

7,141 4,163 2,978 

（無形
固定資
産） 
その他 

751 429 321 

合計 14,006 8,754 5,251 

  ２．未経過リース料中間期末残高相
当額 

２．未経過リース料中間期末残高相
当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 2,688百万円
１年超 3,200百万円

合計 5,889百万円

１年内 2,174百万円
１年超 2,390百万円

合計 4,564百万円

１年内 2,730百万円
１年超 2,888百万円

合計 5,618百万円

  ３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

  支払リース料 1,541百万円
減価償却費相当額 1,452百万円
支払利息相当額 74百万円

支払リース料 1,424百万円
減価償却費相当額 1,336百万円
支払利息相当額 67百万円

支払リース料 3,662百万円
減価償却費相当額 3,453百万円
支払利息相当額 167百万円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、主
として残存価額を零とする定額法
によっております。 

  ５．利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取
得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取
得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取
得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっております。 

オペレーティング・リー
ス取引（借手側） 

未経過リース料 
１年内 1,797百万円
１年超 11,716百万円

合計 13,514百万円

未経過リース料 
１年内 1,853百万円
１年超 9,980百万円

合計 11,833百万円

未経過リース料 
１年内 1,800百万円
１年超 10,781百万円

合計 12,581百万円
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（有価証券関係） 
（前中間連結会計期間） 
有価証券 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前中間連結会計期間末（平成15年９月30日） 

中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 94 94 0 

(2）社債 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

合計 94 94 0 

  

前中間連結会計期間末（平成15年９月30日） 

取得原価（百万円） 中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 差額（百万円） 

(1）株式 5,646 9,883 4,236 

(2）債券       

国債・地方債等 2,582 2,585 3 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3）その他 180 162 △17 

合計 8,410 12,632 4,221 

  
前中間連結会計期間末（平成15年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 717 
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（当中間連結会計期間） 
有価証券 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 34 34 0 

(2）社債 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

合計 34 34 0 

  

当中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

取得原価（百万円） 中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 差額（百万円） 

(1）株式 3,961 7,999 4,037 

(2）債券       

国債・地方債等 2,901 2,902 1 

社債 40 39 △0 

その他 ― ― ― 

(3）その他 184 164 △19 

合計 7,087 11,106 4,018 

  
当中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 609 
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（前連結会計年度） 
有価証券 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 取得原価は減損処理後の金額であります。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前連結会計年度末（平成16年３月31日） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 54 54 0 

(2）社債 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

合計 54 54 0 

  

前連結会計年度末（平成16年３月31日） 

取得原価（百万円） 連結貸借対照表計上額 
（百万円） 差額（百万円） 

(1）株式 4,543 10,331 5,788 

(2）債券       

国債・地方債等 2,629 2,632 2 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3）その他 204 193 △11 

合計 7,377 13,157 5,779 

  
前連結会計年度末（平成16年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 715 
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（デリバティブ取引関係） 
（前中間連結会計期間） 
１．取引の状況に関する事項 
 取引権限等を定めた各社の社内規定に基づき、将来の為替及び金利の市場変動リスクをヘッジする目的で
為替予約、金利オプション（キャップ）及び金利スワップを、保有株式を効率的に資金化する目的で株価ス
ワップを利用しております。 

２．取引の時価等に関する事項 
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）１．時価の算定方法 
取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

（当中間連結会計期間） 
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 
  

（前連結会計年度） 
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

株価 スワップ取引 329 89 89 

金利 オプション取引 3,100 0 0 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利 オプション取引 3,100 － － 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利 オプション取引 3,100 0 0 
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（セグメント情報） 
【事業の種類別セグメント情報】 
前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各事業区分の主要な商品等 
事業内容の類似性を考慮して区分しております。 
なお、各事業区分の主要な商品等は次のとおりであります。 

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,054百万円であり、その主なもの
は、企業イメージ広告に要した費用及び提出会社等の総務・人事部門等の管理部門に係る費用であります。

当中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 
 全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める住宅関連事業の割合が90％超であるため、
事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 
 全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める住宅関連事業の割合が90％超であるため、
事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  
住宅関連
事業 
（百万円） 

リゾート
関連事業 
（百万円） 

ファイナ
ンス関連
事業 
（百万円） 

その他事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 178,766 2,294 324 4,650 186,036 ― 186,036 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

― ― ― ― ― ― ― 

計 178,766 2,294 324 4,650 186,036 ― 186,036 

営業費用 163,127 2,677 361 4,994 171,161 2,054 173,215 

営業利益又は損失（△） 15,638 △382 △36 △344 14,875 (2,054) 12,820 

事業区分 主要商品及び事業内容 

住宅関連事業 

工業化住宅の施工・販売 
住宅部材の製造・販売 
住宅部材の運搬 
住宅建材の製造・販売 
住宅資材の調達・供給 
宅地の造成・販売 
ビル・マンション等の賃貸管理 
増改築・リフォーム工事 
住宅関連の研究・開発・調査 

リゾート関連事業 

会員権の発行・売買 
ゴルフ場の企画、開発及び運営 
リゾート施設等の運営・管理 
別荘用地の造成・販売 

ファイナンス関連事業 
法人等に対する事業資金融資または保険代理店 
個人に対する住宅資金融資・つなぎ融資 
営業用車輌等のリース 

その他事業 

老人福祉施設等の経営・運営受託 
広告代理店 
仮設材等の製造・販売 
ゴム製品・再生ゴムの製造・販売 
通信教育講座 
石材等販売 
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【所在地別セグメント情報】 
 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、本邦の売上高の金額が、全セグメ
ントの売上高の合計に占める割合の90％超であるため、記載を省略しております。 

【海外売上高】 
 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の10％未
満のため、記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 115円08銭
１株当たり中間純利益 1円72銭

 なお、潜在株式調整後１株当た
り中間純利益につきましては、潜
在株式が存在しないため記載して
おりません。 

１株当たり純資産額 △591円71銭
１株当たり中間純損失 84円71銭

 潜在株式調整後１株当たり中間
純利益については、潜在株式は存
在するものの、１株当たり中間純
損失であるため、記載しておりま
せん。 

１株当たり純資産額 △525円59銭
１株当たり当期純損失 695円12銭

 潜在株式調整後１株当たり当期
純利益については、潜在株式は存
在するものの、１株当たり当期純
損失であるため、記載しておりま
せん。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

中間（当期）純利益又は純損失（△）
（百万円） 

855 △17,095 △129,133 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 543 544 1,131 

（うち利益処分による役員賞与） (―） (―） (44） 

（うち優先株式配当金） (543） (544） (1,087） 

普通株式に係る中間（当期）純利益又
は純損失（△）（百万円） 

311 △17,640 △130,265 

期中平均株式数（千株） 181,047 208,243 187,400 

中間（当期）純利益調整額（百万円） ― ― ― 

普通株式増加数（千株） ― ― ― 

（うち普通株式転換予約権付利益配当
優先株式） 

(―） (―） (―） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要 

― 

 Ｂ種優先株式の転換予
約権（653,584千株）。 
なお、これらの概要は
「第４提出会社の状
況、１株式等の状況、
（1）株式の総数等、②
発行済株式（注）３．
Ｂ種優先株式の内容」
に記載のとおりであり
ます。 

新株予約権１種類

（6,250個）及びＢ種優

先株式の転換予約権

（653,584千株）。 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の状

況及び（1）株式の総数

等、②発行済株式

（注）３．Ｂ種優先株

式の内容」に記載のと

おりであります。 
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（重要な後発事象） 
前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 
  該当事項ありません。 

当中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 
 該当事項ありません。 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 
    １．資本の減少 

 当社は、平成16年５月21日開催の取締役会において、平成16年６月29日に開催の定時株主総会にて、下記の
とおり、資本の減少について付議することを決議し、同株主総会にて承認されました。   

(1）目的 
資本の欠損を填補するため。 

(2）減少すべき資本金の額 
 資本金の額80,749百万円のうち36,000百万円を減少して、減少後の資本金の額を44,749百万円とする予定
であります。 

(3）欠損の填補に充てる額 
 資本金減少額のうち35,932百万円を欠損の填補に充て、残額67百万円は資本剰余金とする予定でありま
す。 

(4）資本金減少の方法 
 発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額のみを無償で減少する方法によります。 

(5）資本減少の日程（予定） 
  ①資本減少公告日     平成16年６月30日 
  ②資本の減少の効力発生日 平成16年８月11日 

   ２．資本剰余金の減少 
 平成16年６月29日の定時株主総会において、資本準備金111,648百万円を取崩し、欠損の填補に充てる旨の
損失処理案が承認されました。これに基づき、連結財務諸表上の資本剰余金が98,357百万円減少し、利益剰余
金が同額増加する見込みであります。 

(2）【その他】 
 該当事項ありません。 
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２【中間財務諸表等】 
(1）【中間財務諸表】 
①【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

現金及び預金   44   84   86   

営業未収入金   103   166   227   

その他   27   33   39   

流動資産合計   174 0.2 284 0.6 352 0.6 

Ⅱ 固定資産               

(1)無形固定資産   －   2   3   

(2)投資その他の資産               

 関係会社株式 ※１ 106,832   43,700   59,800   

  その他   －   3   3   

投資その他の資産合計   106,832   43,704   59,804   

固定資産合計   106,832 99.8 43,706 99.4 59,807 99.4 

資産合計   107,006 100.0 43,991 100.0 60,160 100.0 

                

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

短期借入金   15,933   13,936   13,936   

引当金   14   69   28   

その他 ※２ 163   526   403   

流動負債合計   16,110 15.1 14,531 33.0 14,367 23.9 

 Ⅱ 固定負債               

新株予約権付社債   －   －   1,000   

固定負債合計   － － － － 1,000 1.6 

負債合計   16,110 15.1 14,531 33.0 15,367 25.5 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金   30,000 28.0 45,249 102.8 80,749 134.2 

Ⅱ 資本剰余金               

１．資本準備金   60,898   500   111,648   

２．その他資本剰余金   －   67   －   

資本剰余金合計   60,898 56.9 567 1.3 111,648 185.6 

Ⅲ 利益剰余金               

  中間（当期）未処分利益
又は未処理損失（△）   0   △16,295   △147,580   

利益剰余金合計   0 0.0 △16,295 △37.0 △147,580 △245.3 

Ⅳ 自己株式   △2 △0.0 △61 △0.1 △24 △0.0 

資本合計   90,896 84.9 29,460 67.0 44,792 74.5 

負債資本合計   107,006 100.0 43,991 100.0 60,160 100.0 
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②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比 

（％） 金額（百万円） 百分比 
（％） 金額（百万円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 営業収益                     

１．受取配当金収入         27     445     

２．経営管理料収入     161 100.0 726 753 100.0 678 1,123 100.0 

売上総利益     161 100.0   753 100.0   1,123 100.0 

Ⅱ 一般管理費     153 95.2   691 91.8   645 57.5 

営業利益     7 4.8   61 8.2   477 42.5 

Ⅲ 営業外収益     0 0.0   0 0.1   0 0.0 

Ⅳ 営業外費用                     

１．支払利息         237     247     

２．雑損失     2 1.8 13 250 33.3 27 274 24.4 

経常利益又は経常損失
（△）     4 3.0   △188 △25.0   203 18.1 

Ⅴ 特別損失 ※１   － －   16,100 2,136.6   147,780 13,154.4 

税引前中間（当期）純利益
又は純損失（△）     4 3.0   △16,288 △2,161.6   △147,577 △13,136.3 

法人税、住民税及び事業税   12     7     3     

法人税等調整額   △7 4 2.8 － 7 0.9 － 3 0.3 

中間（当期）純利益又は純
損失（△）     0 0.2   △16,295 △2,162.5   △147,580 △13,136.6 

前期繰越損失      －     35,932     －   

資本の減少による繰越損失
補填額     －     35,932     －   

中間（当期）未処分利益又
は未処理損失（△）     0     △16,295     △147,580   
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

表示方法の変更 

注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 
有価証券 
 子会社株式及び関連会社株式について
は、移動平均法による原価法によってお
ります。 

１．資産の評価基準及び評価方法 
有価証券 
 子会社株式及び関連会社株式について
は、移動平均法による原価法によってお
ります。 

１．資産の評価基準及び評価方法 
有価証券 
 子会社株式及び関連会社株式について
は、移動平均法による原価法によってお
ります。 

２．引当金の計上基準 
(1）賞与引当金 
 従業員の賞与支給に備えて、支給
見込額に基づく必要額を計上してお
ります。 

 (2）投資損失引当金 
───── 

２．引当金の計上基準 
(1）賞与引当金 
 従業員の賞与支給に備えて、支給
見込額に基づく必要額を計上してお
ります。 

 (2）投資損失引当金 
  関係会社株式の実質価額の低下
に相当する額につき、純資産価額等
を勘案して計上しております。  
  なお、同引当金163,400百万円
は、貸借対照表上、関係会社株式か
ら直接控除しております。 

２．引当金の計上基準 
(1）賞与引当金 
 従業員の賞与支給に備えて、支給
見込額に基づく必要額を計上してお
ります。 

(2）投資損失引当金 
 関係会社株式の実質価額の低下に
相当する額につき、純資産価額等を
勘案して計上しております。  
 なお、同引当金147,300百万円
は、貸借対照表上、関係会社株式か
ら直接控除しております。 

３． ───── ３．リース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引（以下、所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引という。）について
は、賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

３．リース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引（以下、所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引という。）について
は、、賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております 

４．その他中間財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項 
消費税等の会計処理 

  消費税等は税抜方式によっております。 

４．その他中間財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項 
消費税等の会計処理 

  消費税等は税抜方式によっております。 

４．その他財務諸表作成のための基本となる
重要な事項 
消費税等の会計処理 

  消費税等は税抜方式によっております。 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

 ───── （中間損益計算書） 
 営業収益は、当中間会計期間においては「受取配当金収入」と
「経営管理料収入」とに区分掲記することといたしました。前中
間会計期間の営業収益は、全て「経営管理料収入」であります。 
 営業外費用は、当中間会計期間においては「支払利息」と「雑
損失」とに区分掲記することといたしました。前中間会計期間の
営業外費用は、全て「支払利息」であります。 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

※１ 連結子会社であるミサワホーム㈱の債
務の担保として提供している資産は次の
とおりです。 

※１ 連結子会社であるミサワホーム㈱の債
務の担保として提供している資産は次の
とおりです。 

※１ 連結子会社であるミサワホーム㈱の債
務の担保として提供している資産は次の
とおりです。 

関係会社株式 13,204百万円 関係会社株式 12,853百万円 関係会社株式 13,802百万円

※２ 消費税等の取扱い 
 仮払消費税等と仮受消費税等は相殺し
相殺後の残高を流動負債（その他）に含
めております。 

※２ 消費税等の取扱い 
 仮払消費税等と仮受消費税等は相殺し
相殺後の残高を流動負債（その他）に含
めております。 

※２ ───── 
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（中間損益計算書関係） 

（有価証券関係） 
前中間会計期間（自平成15年８月１日 至平成15年９月30日） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
有価証券 

当中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
有価証券 

前事業年度（自平成15年８月１日 至平成16年３月31日） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
有価証券 

前中間会計期間 
（自 平成15年８月１日 
 至 平成15年９月30日）  

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日）   

前事業年度 
 （自 平成15年８月１日） 

 至 平成16年３月31日）  

※１      ───── ※１ 特別損失のうち主要なもの 
投資損失引当金繰入額 16,100百万円

※１ 特別損失のうち主要なもの 
投資損失引当金繰入額 147,300百万円

 ２ 減価償却実施額 
 ───── 

  ２  減価償却実施額 
無形固定資産 0百万円

 ２ 減価償却実施額 
無形固定資産 0百万円

種類 

前中間会計期間末（平成15年９月30日） 

中間貸借対照表計上額 
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 9,241 9,031 △210 

関連会社株式 1,992 1,908 △83 

合計 11,233 10,939 △293 

種類 

当中間会計期間末（平成16年９月30日） 

中間貸借対照表計上額 
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 9,241 8,610 △630 

関連会社株式 1,992 1,706 △285 

合計 11,233 10,317 △916 

種類 

前事業年度末（平成16年３月31日） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 9,241 8,863 △378 

関連会社株式 1,992 2,064 72 

合計 11,233 10,927 △305 
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（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

所有権移転外ファイナン
ス・リース取引（借手
側） 

  
───── 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額 

   

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

車両及
び運搬
具 

3 1 1 

合計 3 1 1 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

車両及
び運搬
具 

3 0 2 

合計 3 0 2 

    ２．未経過リース料中間期末残高相
当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

    １年内 1百万円
１年超 0百万円

合計 1百万円

１年内 2百万円
１年超 1百万円

合計 3百万円

    ３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

    支払リース料 0百万円
減価償却費相当額 0百万円
支払利息相当額 0百万円

支払リース料 0百万円
減価償却費相当額 0百万円
支払利息相当額 0百万円

    
  

４．減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。 

    
  

５．利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取
得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取
得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっております。 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 228円15銭
１株当たり中間純損失 ２円24銭

１株当たり純資産額 △415円35銭
１株当たり中間純損失 65円48銭

１株当たり純資産額 △362円45銭
１株当たり当期純損失 609円95銭

 潜在株式調整後１株当たり中間純
利益につきましては、潜在株式が存
在していないため記載しておりませ
ん。 

 潜在株式調整後１株当たり中間純
利益については、潜在株式は存在す
るものの、１株当たり中間純損失で
あるため、記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式は存在す
るものの、１株当たり当期純損失で
あるため、記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年８月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日) 

中間（当期）純利益又は純損失（△）
（百万円） 

0 △16,295 △147,580 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 543 544 1,087 

（うち優先株式配当金） (543） (544） (1,087） 

普通株式に係る中間（当期）純損失 
（百万円） 

543 16,840 148,667 

期中平均株式数（千株） 242,623 257,178 243,737 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要 

― 

Ｂ種優先株式の転換予

約権（653,584千株）。 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

（1）株式の総数等、②

発行済株式（注）３．

Ｂ種優先株式の内容」

に記載のとおりであり

ます。 

新株予約権１種類

（6,250個）及びＢ種優

先株式の転換予約権

（653,584千株）。 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の状

況及び（1）株式の総数

等、②発行済株式

（注）３．Ｂ種優先株

式の内容」に記載のと

おりであります。 
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（重要な後発事象） 
前中間会計期間（自平成15年８月１日 至平成15年９月30日） 
  該当事項ありません。 

当中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 
 該当事項ありません。 

前事業年度（自平成15年８月１日 至平成16年３月31日） 
    １．資本の減少 

 当社は、平成16年５月21日開催の取締役会において、平成16年６月29日に開催の定時株主総会にて、下記の
とおり、資本の減少について付議することを決議し、同株主総会にて承認されました。   

(1）目的 
当期未処理損失を一掃し、今後の経営に柔軟性をもたせるため。 

(2）減少すべき資本金の額 
 資本金の額80,749百万円のうち36,000百万円を減少して、減少後の資本金の額を44,749百万円とする予定
であります。 

(3）欠損の填補に充てる額 
 資本金減少額のうち35,932百万円を欠損の填補に充て、残額67百万円は「その他資本剰余金」とする予定
であります。 

(4）資本金減少の方法 
 発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額のみを無償で減少する方法によります。 

(5）資本減少の日程（予定） 
  ①資本減少公告日     平成16年６月30日 
  ②資本の減少の効力発生日 平成16年８月11日 

   ２．資本準備金の取崩し 
 平成16年６月29日の定時株主総会において、資本準備金111,648百万円を取崩し、欠損の填補に充てる旨の
損失処理案が承認されました。   
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(2）【その他】 
 該当事項ありません。 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 
(1）有価証券報告書及びその添付書類 
事業年度（第１期）（自 平成15年８月１日 至 平成16年３月31日）平成16年６月29日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項ありません。 
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独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２７日

ミサワホームホールディングス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミサワホームホール

ディングス株式会社の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１５年４月１日

から平成１５年９月３０日まで）に係る訂正報告書の中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ミサワホームホールディングス株式会社及び連結子会社の平成１５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき中間連結財務諸

表を訂正している。当監査法人は訂正後の中間連結財務諸表について中間監査を行った。 
  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  
  代 表 社 員 関 与 社 員 公認会計士 佐 藤 元 宏 

      
  関 与 社 員 公認会計士 林   達 郎 
      

1722/2005年-54-



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２７日

ミサワホームホールディングス株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミサワホームホール

ディングス株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日

から平成１６年９月３０日まで）に係る訂正報告書の中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ミサワホームホールディングス株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき中間連結財務諸

表を訂正している。当監査法人は訂正後の中間連結財務諸表について中間監査を行った。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  
  指 定 社 員 業務執行社員 公認会計士 佐 藤 元 宏 

      

  指 定 社 員 業務執行社員 公認会計士 林   達 郎 
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